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基 本 理 念

豊橋技術科学大学は、技術を支える科学の探究によって新たな技術を開発する学問、技術科学の教育・研究を使命とします。

この使命のもと、主に高等専門学校卒業生及び高等学校卒業生等を入学者として受入れ、大学院に重点を置き、

実践的、創造的かつ指導的技術者・研究者を育成するとともに、次代を切り拓く技術科学の研究を行います。

さらに、社会的多様性を尊重し、地域社会との連携を強化します。

これらを通じて、世界に開かれたトップクラスの工科系大学を目指します。

CONTENTS

B A S I C  P H I L O S O P H Y

豊橋技術科学大学は1976年に設立され、実践的・創造的な技術者の育成を使命として、教育・研究・産学連携を通じて社会に貢献してきました。

2026年に開学50周年を迎えるにあたり、「技術科学で世界を変える」をスローガンに、次の10年を見据えた記念事業を実施します。

開学50周年記念事業

1

2

3

4

5

6

開学50周年記念式典、記念講演等の50周年記念事業（冠事業）の実施

50年史の編集と発行

イノベーション・コモンズの整備

学生支援の充実に関する事業

産学連携・社会貢献に関する事業

多文化・多様性を尊重し、共生できる活力のあるキャンパスの実現

この事業の趣旨にご賛同いただき、
同窓生や在学生の保護者、関係者の皆様に
寄附のご協力をお願い申し上げます。

［1］ 奨学金等の充実
［2］ 学生課外活動施設の整備・充実
［3］ 個々の学生に応じた「オーダーメイド型教育」の実現

［1］ 地域や企業の課題解決をリードし、共創を創出する社会人向け教育の推進
［2］ 重点研究分野の対応力強化
［3］ イノベーションを創出し、世界を先導する半導体研究拠点の構築

開学50周年の特設サイト
https://www.tut.ac.jp/50th/
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Society 5.0※を支えるものづくりとITの分野を中心とした
産業界育成・新産業創出を目指して

研究の強み

※サイバー空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）

本学は、半導体集積回路の設計から製造、評価までを一気通貫で行える研

究施設「LSI工場」を有しており、半導体・センサの研究で世界トップクラス

の実績を上げています。また教員1人当たりの民間企業との共同研究費受

入額が、2020年度全国1位になるなど恒常的に全国の大学で上位であり、

産学連携が活発で、ロボット、農工・医工連携など異分野融合研究にも強

みを持っています。

大学と企業が組織対組織で、それぞれの知識や経験と人的資源・物的資

源を互いに活用した研究の推進、研究成果の社会活用促進、高度な人材育

成などを目的として、共同研究講座を実施しています。

技術科学の研究を深め、成果を社会に還元

本学は1976年の開学以来、ものづくりに適用する技術を科学的に探究し

て、技術の有用性に関する知識を深めることを通じて、その応用、改善、革

新を進める技術科学において多くの実績を上げてきました。

具体的には、機械、電気、情報、物質、生命、建設、環境といった多様な分野

で技術科学の研究を深め、その成果を社会に還元し、企業との共同研究

を推進しています。 2013年には研究大学強化促進事業の採択を受け、

「研究推進アドミニストレーションセンター（RAC）」を設置しました。ま

た、国内外のリーディング企業やトップ研究機関との協働研究を進めるこ

とによって、それぞれの研究テーマにおいて成果を上げるとともに、本学

の研究力を向上させることを目的に、2016年に「技術科学イノベーション

研究機構（RITI）」を設置しました。本機構では、次世代半導体・センサ科

学研究所（IRES2）とリサーチセンターをベースに進めてきた研究活動を

さらに発展させるとともに、産学連携、社会連携を重視しながらオープン

イノベーション実現に向け研究を推進しています。

また、IRES²では、2025年に、延べ床面積約2,000㎡のLSI棟、企業等向

け個室研究室12室を持つオープンラボ棟を開所し、開かれた半導体セン

サ研究、高度半導体人材育成の産学共創拠点構想を展開しています。

2020年3月に産学官連携をより活性化させるべく、豊橋技術科学大学×長

岡技術科学大学×国立高等専門学校機構の三者が連携し、研究シーズ（タ

ネ）が結集した横断的に検索可能なウェブサイト「研究シーズの泉」を構築

しました。現在約3,000以上もの研究のタネからの検索が可能となり、これ

により企業ニーズから研究シーズのベストマッチングが容易になりました。

大学院に重点を置いた教育体系
産業界の工学系学生の採用は、大学院修了生に比重を移しています。本学

では、大学院博士前期課程の定員を多く設定することで、相応しい能力を持

つ学生に広く門戸を開き、学部・大学院一貫教育による高度な研究活動に

注力した教育を行っています。

学部・大学院一貫の「らせん型教育」システム
本学の教育の大きな特徴は「らせん型教育」にあります。学部１・２年次及

び高等専門学校において技術教育を学んだ学生に対し、より高度な基礎・

専門の技術教育を繰り返して「らせん型」のように積み上げていく教育を行

います。

学部４年次（大学院進学前）で履修する必修科目「実務訓練」では、実社会

における技術者としての問題への取り組み方を学生のうちから体験するこ

とにより、大学院博士前期課程における実践的・創造的、指導的技術者とな

るための高度な教育の意味を理解していきます。

このように、基礎･専門を繰り返し、社会での実践教育により、科学を理解

し、技術に強い関心を持つ学生を育てることが本学の特色です。

実務訓練の実施
学部教育の総括となる実務訓練は、「らせん型教育」の中核を成す産学連携

教育プログラムです。学部４年次（大学院進学前）の１～２月に、学生全員が

国内外の企業等で実務を体験し、社会人としての基礎力を高め、実践的技

術感覚を体得します。開学(1976年)以来、学部4年次の必修科目［6単位(7

週間、8時間×34日)、履修学生数:約450名/年度、累計約18,000名］とし

て、約240機関(2024年度)の協力により、先駆的に推進しています。

企業等への学生派遣だけでなく、学生が数名ずつのグループに分かれ、企

業から派遣された講師の指導を受けながら、学内で特定の課題解決に取り

組む「PBL型実務訓練」も実施しています。コロナ禍で中断していた海外で

の実務訓練も再開し、2024年度には56名が海外の企業・大学等で実習を

行い、グローバル社会で必要とされる知識や技術だけでなく、コミュニケー

ション方法なども学びました。

また、実務訓練に協力いただいている企業等に感謝状を贈呈するとともに、

企業からの実務訓練に対する期待、要望等をヒアリングし、プログラムに反

映しています。

課外活動団体に対する支援
45の課外活動団体の活動を支援するために、学生組織である学友会から

の基礎経費支援の他に、学内経費と同窓会経費による課外活動団体活性

化経費支援があり、同支援は課外活動団体の企画提案を基に審査して経

費支援を行っています。

就職に強い大学として高い評価
各課程・専攻の就職担当教員や学生課が就職活動をサポートしているほか、

学内において延べ約280社が参加する「インターンシップ等学内企業説明

会（5月）」および「学内企業研究会（10月）」を開催しています。また、各種ガ

イダンス・就職講座に加え、キャリアコンサルタント有資格者による個別相

談を実施することで、円滑な就職活動を支援しています。2024年度に「産学

共創キャリア教育センター」を設置し、地域・社会及び国内外の産業界・団体

等との連携を図りながら、学部から博士後期課程まで一貫した体系的な産

学共創キャリア教育により、学生の主体的なキャリア形成、生涯を通じた

キャリア発達を促進しています。

実践的・創造的かつ指導的技術者・研究者として育成された本学学生の能力

は高く評価され、結果として、100%近い就職率を維持しています。

学生定員

○ロボコン同好会（とよはし☆ロボコンズ）
　　ＮＨＫ学生ロボコン2025準優勝

○東海地区国立大学体育大会出場（バスケットボール他）

○技科大祭実行委員会　10月に技科大祭を開催

○吹奏楽団　式典での演奏の他、10月に定期演奏会を開催

■ 課外活動団体活性化経費支援実績

■ 課外活動団体の主な活動（2025年度）

団体数 支援額

2023年度
2022年度

15団体
15団体

2,925千円
2024年度 24団体 3,210千円

2,964千円

98.7%

31.8%

就職率 就職者375名

（2025年3月卒）
就職希望者380名

出典：大学探しランキングブック2026

※2024年度から当事業はスポーツ安全協会スポーツ普及奨励助成事業の助成を受けて実施しています。

2025年著名400社
実就職率 全国

工科系大

位第8
北陸・東海
工科系大

位第3

E D U C A T I O N  ／   S T U D E N T  S U P P O R T

［活動実績］

教育・学生支援
R E S E A R C H

［活動実績］

研 　 究

■2019年４月

　■2019年10月

　■2020年7月

　■2021年４月

「次世代クレーン共同研究講座」開設
（コベルコ建機株式会社）
　「次世代スマートファクトリー共同研究講座」開設
（シンフォニアテクノロジー株式会社）
「先端融合ロボティクス共同研究講座」開設
（新東工業株式会社）
　「豊橋ハートセンタースマートホスピタル共同研究講座」開設
（医療法人澄心会［豊橋ハートセンター］）

産学官連携のDX推進に向けた
「研究シーズの泉」    

民間機関等との共同研究の推移
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金額

2024
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2024年度共同研究実績
件数204件
金額537,968,548円

［開設実績］

LSI 棟 オープンラボ棟

440
422

395
440
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C O L L A B O R A T I O N  W I T H  K O S E N

［活動実績］

高専との連携
I N T E R N A T I O N A L

［活動実績］

国 　 際

外国人留学生数 （35か国・地域から215名）

高専連携地方創生機構の設置
本学と高専間の連携を担っていた学内組織「高専連携推進センター」を機

能強化するため、2022年度、文部科学省に教育研究組織改革概算要求を

行い、『高専連携地方創生機構』を設置しました。本学が地域に展開する高

専と地域企業との連携・協働をより高度に充実・強化するもので、地方創生

や地方Society5.0に向けた、地方DX※1及びGX※2人材の育成（教育プログ

ラムの開発）とものづくりの拠点化、社会実証、事業化推進を行います。

地方創生を先導する
高専連携高度化拠点の設置

本学は、地域に根差した高専と連携強化を行うことで地方創生の一翼を担

います。2022年度には鹿児島高専、2023年度には長野高専、鈴鹿高専と包

括的連携に関する協定書を締結し、『豊橋技術科学大学サテライト』（TUT

サテライト）を設置しました。TUTサテライトを拠点に高専や地域企業と連

携した共同研究・事業化研究を行っています。

高専キャリア教育への協力

高専生のキャリア形成支援として、本学教員が全国の高専を訪問し、技術科

学大学として設置された本学学部３年次への編入学、本学大学院への進学

を勧めています。近年、高専がキャリア教育を重視していることから、教材

コンテンツの作成に協力するとともに、大学の教育・研究資源を活用した出

前講義を通じて全国の高専（58高専63キャンパス）のキャリア教育をサ

ポートしています。また、高専４・５年生、専攻科生を対象とし、本学研究室

での1～2週間の体験実習を高専の夏休み期間中に行っており、各高専が実

施する校外実習（高専側で単位付与）の一環として多くの高専生が参加して

います。 2023年度からは、専攻科生対象プログラムを分離して「TUT研究

員インターンシップ」を新設し、実習内容や学生支援を充実させています。

高専教員との共同研究と協働教育
本学と高専の連携を深めることを目的とした「高専連携教育研究プロジェ

クト」を発展させ、「MILLA高専連携教育研究支援プログラム」を実施して

います。本学教員と高専教員の連名にて外部資金を獲得するための実験・

検討、新しい研究テーマや教育方法の開発への支援を行います。  

先端融合テクノロジー連携教育プログラム 
（高専専攻科と連携した教育プログラム）

本学と高専専攻科が強みをもつ教育資源を有効活用しつつ、卒業後、地域

等の社会で活躍することができる分野横断型の実践的技術者を育成する

ことを目的として、それぞれの高専専攻科と連携した教育プログラムを実施

しています。

本プログラム履修者は、本学と連携高専専攻科の双方に在籍し、それぞれ

の課程を修了することにより、本学卒業証書（学士の学位記）並びに高専専

攻科修了証書が交付されます。

技術科学教員プログラム
（博士後期課程教育プログラム）

2017年度後期から、大学院博士後期課程在学生を対象に、研究能力だけ

でなく教授方法や学生指導方法についての知識を有し、大学・高専等が実

践している技術科学教育に対して理解を持つ人材の育成を目的とする教育

プログラムを開始しました。本プログラム修了生は、高専・大学の教員として

活躍しています。

■ 外国人留学生数 （2025年5月時点）

マレーシア海外拠点

学部：77人　博士前期：80人　博士後期：44人　非正規生：14人　全学生に占める留学生の割合：約10%

インドネシア
マレーシア
モンゴル
ベトナム
中華人民共和国
パキスタン
バングラデシュ
カンボジア
タイ
ラオス
インド
大韓民国
フィリピン
ミャンマー

39
36
27
19
17
9
9
8
7
3
2
1
1
1

アジア 179
ドイツ
イタリア
スロバキア
カザフスタン
トルクメニスタン
ハンガリー
フィンランド
ベルギー
ボスニア･ヘルツェゴビナ

6
2
2
1
1
1
1
1
1

ヨーロッパ 16

ウガンダ
ルワンダ
エジプト
チュニジア
ベナン

3
2
1
1
1

アフリカ 8

メキシコ
ブラジル
ペルー
エクアドル
エルサルバドル

3
2
2
1
1

中南米 9

アフガニスタン
パレスチナ自治区

2
1

中東 3

マレーシア海外拠点を活用した
グローバル人材育成の取組
マレーシア海外拠点は、多くの日系企業が進出しているマレーシア・ペナン島

に2013年12月に設置され、2023年1月に大学間交流協定校であるマレー

シア科学大学（USM）内に移転しました。

一時新型コロナウイルス感染症の影響により中断していましたが、グローバル

な視野を持ち世界で活躍できる実践的技術者を育成するため、マレーシア海

外拠点を活用し、マレーシアでの実務訓練や、高専生と本学学生が参加する

ペナン海外研修の実施を積極的に行っています。

またUSMへの拠点移転により、国際共同研究に基づく学生・教員交流のさら

なる充実・強化に取り組んでいます。

地域から世界へ ― 国際化推進の取組
本学は2024年度、国際化推進における大型補助金等プログラムに採択されました。文部科学省「大学の国際化によるソーシャルインパクト創出支援事業」（タイプ

I：地域連携型）に採択され、「グローバルテック・イノベーターを育む多文化共修キャンパスの創出」プログラムを開始しました。本事業では、日本人学生と留学生が

協働し、技術科学創成力・グローバル共創力・インクルーシブなリーダーシップ力を育成し、地域と連携した多文化共生モデル「豊橋モデル」を構築します。さらに、

文部科学省「大学の世界展開力強化事業」において、EU諸国との連携による「グリーンイノベーション社会を牽引するグローバル半導体人材育成プログラム」が採

択され、スペイン・フランス・ドイツ・英国の大学と協働しGX時代の半導体人材育成を推進します。また、欧州委員会の「エラスムス＋プログラム」では、光イメージン

グ情報学分野の国際共同修士課程（IMLEX）にフルパートナーとして参画することが決定し、日欧の学生交流と高度専門教育を展開しています。

学生の海外派遣・留学意欲向上の取組

世界を支えるグローバル人材の育成を目指して、学生の海外派遣や留学意欲

の向上のため、様々なプログラムを用意しています。世界中の協定校へ留学し

単位取得ができる交換留学、学部４年次必修科目である実務訓練の海外で

の実施、本学と海外の大学の２つの大学院で学び２つの修士や博士の学位取

得を目指すダブルディグリープログラム、大学独自の海外研修支援制度「羽ば

たけ！TUT」、さらに授業の一コマだけ留学体験できるオンライン授業を行う

国際連携授業等により、学生のグローバルな学びを支援しています。

高専訪問
出前講義
体験実習

：47高専（国立43、公立2、私立2）
：3回
：39高専 97名  

［2024年度］

［2023年度］
高専訪問
出前講義
体験実習

：51高専（国立46、公立2、私立3）
：6回
：38高専 104名

TUT研究員インターンシップ：13高専 18名

TUT研究員インターンシップ：12高専 17名

※1 Digital Transformation
※2 Green Transformation

◎MILLA高専連携教育研究支援プログラム
2024年度
2025年度

採択件数
採択件数

23高専
19高専

34件
35件

■ 先端融合テクノロジー連携教育プログラム修了者数

修了年度 修了者数

2023 4

2024 1

2025年度5名履修中

連携高専：
富山高専、長野高専、岐阜高専、
沼津高専、鈴鹿高専、奈良高専

■ 技術科学教員プログラム修了者数

修了年度 修了者数

2023 1

2024 2

2025年度12名履修中

教育・研究交流を推進しハイレベルな高専連携の下で技術系人材を養成
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ガバナンス
SOCIAL COOPER ATION

［活動実績］

社会連携
G O V E R N A N C E

高校生向け講座 （高大連携事業）

本学は、技術科学の教育・研究を使命とし、さらに第三の使命として、人材育成や地域課題を解決する取組等を通じた社会貢献を掲げてい

ます。この第三の使命を全うするため、社会連携推進センターが中心となり、地域に向けた社会貢献活動を推進しています。
ガバナンス体制 （意思決定体制等）

ガバナンス体制 （内部統制システム）

「内部統制システムに関する基本方針」、「内部統制推進体制等の取扱い」に

より、「内部統制推進体制」を整備し、役職員が内部統制システムの維持・向

上と事業に関わる法令等を遵守し、内部統制に関するモニタリング等、研

修、監査結果の活用等により業務の公正を確保するとともに、効率性・有効

性を高めています。また、「業務方法書」に規定する内部統制システムに係る

持続的な活動を通じて、不断の見直しを図っています。

大学の最先端の科学研究を活かした実験・実習を通して、高校生の科学技

術に関する興味・関心の向上を図っています。

本学独自の講座「Summer TECH-CAMP」や愛知県教育委員会との連携

による「知の探究講座」など、高校生が高度な技術に触れることで、本学ま

たは工学部に対する理解を深め、研究に対する興味を持つことを目的として

おり、受講した生徒からは大変好評を得ています。

小中学生向け講座
子どもたちの理科離れが懸念される中、本学では工作や体験を通じて、科学

を身近に感じる機会を積極的に提供しています。「技科大TECHフェスティバ

ル 小中学生向け体験学習教室」の開催に加え、豊橋市教育委員会等主催の

「子どものための科学展」や中部科学技術センター主催の「青少年のための科

学の祭典」へも出展しています。また、地域の小中学校や市民館等からの依頼

に応じて、出前授業や講座体験も実施しています。 

社会人向け人材育成（リカレント、リスキリング）
産業構造の転換や労働人口の減少を背景として、社会人を対象としたイノ

ベーション人材育成が喫緊の課題となる今、本学では、「社会人向け実践教

育プログラム」として、2025年度は産業技術科学分野：７講座、地域社会基

盤分野：４講座を実施しています。 

また、専用講座を希望される企業向けに「オーダーメイド講座」を実施して

います。

一般市民向け講座 （公開講座）
本学では、研究成果や最新の科学技術などをわかりやすく解説する公開講

座を、「一般公開講座」及び豊橋市教育委員会と共催の「市民大学トラム」と

して開講しています。 生涯学習に意欲的な高齢の方や、本学や科学技術に

関心を持つ社会人、高校生に加え、一般公開講座では対象を小学校高学年

にも拡大し、幅広い層に受講していただきました。また、対面とオンラインの

ハイブリッド開催により、遠方の方の受講も増えています。 
＊2025年度一般公開講座テーマ「自然災害からまちと命を守る科学」 
＊2025年度市民大学トラムテーマ「先端科学が変えるわたしたちの医療」 

地域自治体等との連携
愛知県東三河地域を中心に、自治体や各種機関と包括協定を締結し、諸会

議に参画して、地域の課題解決や人材育成、防災、まちづくりなどを連携して

行っています。

豊橋駅前サテライト・オフィス
豊橋駅前のemCAMPUSに本学のサテライト・オフィスを設置し、学外の方

との打合せや各種講座の開催などに活用しています。まちなかでの活動の

拠点として、地域からも期待されています。

安心できる学びの場の実現

本学は、自主的・自律的環境の下、教育・研究・社会貢献機能を最大限発揮

し、社会に対する役割を果たし続けるため、国立大学法人法に定める「役員

会」、「経営協議会」及び「教育研究評議会」に加え、法人の管理運営等に関す

る重要事項等を検討・審議する独自の「戦略企画会議」を置くとともに、学長

指名の理事、特命理事、副学長、学長特別補佐を学長が特に必要と認めた事

業に重点的に取組む機関である機構、センター、本部等の長として配置し、

戦略を策定及び実行することで、意思決定に関わる組織等の責務を明確に

し、学長のリーダーシップによる、迅速・的確な意思決定を可能とする経営体

制を構築し、大学全体の機能強化を図っています。

また、「経営協議会」、「学長選考・監察会議」のほか、学長の諮問に応じて助

言または提言を行う学外有識者による「アドバイザー会議」、「同窓会役員と

の懇談会」等を通して、多様な意見を法人経営・大学運営に活用しています。

学長選考・監察会議
（学長候補者の選考、学長の業務執行状況の確認）

役員会
（重要事項を議決）

特命理事・特任理事・副学長・学長特別補佐（機構・本部・室）

経営協議会
（経営面を審議）

教育研究評議会
（教育研究面を審議）

アドバイザー会議

戦略企画会議
（重要事項を審議）

学内委員 評議員学外委員

学内委員

学長

理事・副学長
（教学、目標評価担当）

理事・事務局長
（財務、

施設マネジメント担当）

理事・副学長
（総括、高専連携担当）

学外委員

監事

監査室

理事任命
監査

監査

※研修の実施
＊事項毎の研修内容を確認し，研修を定期的に実施 
＊主に新規採用者を対象に，内部統制等に係る研修を実施   

役　員　会
【必要に応じて改善策の検討】監　事

内部統制推進部門
監査室

担当理事・副学長
内部統制担当責任者
系長・研究所長・

センター長・課長　等

系・総合教育院・研究所
センター・課　等

副学長・学長特別補佐
（本部・室）

内部統制担当役員
（総務担当理事）

監事監査結果の報告

リスク等の報告 教職員との意見交換

　諸会議等を活用したモニタリングリスク等の報告　

連　携

連　携

内部監査等を
活用した

モニタリング

内部統制状況の報告
（リスク等の報告）

リスク等の報告
（担当理事等を経由）

（リスク等の把握）

 改善策検討指示・対応策指示
（内部統制担当役員経由若しくは直接）

Summer TECH-CAMP 2025
ジュエリーや機械を作る鋳造の体験
トライボロジーの世界を体験しよう～油やグリースを使えないところでものを滑らすには？～
移動ロボットのナビゲーション
身近なモノを用いた電池の作製と評価
光とは何だろう

インターネットを支える暗号技術～公開鍵暗号を実装してみよう～
「人の行動」をコンピュータで認識してみよう
身近な物質の結晶化とX線構造解析
クロマトグラフィーを用いた分離と検出
建物の振動を調べてみよう

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
都市や交通のデータ分析・シミュレーション
センサ技術で科学する

11
12

［産業技術科学分野］
先端ものづくりなど産業イノベーション人材の育成

集積回路技術講習会

半導体プロセス技術の基礎講習とプロセス実演
技術者養成研修（初級機械加工）
技術者養成研修（初級旋盤加工）

先端データサイエンス実践コース
哺乳類細胞株による形質導入とバイオイメージング実習
技術者養成研修（初級フライス加工）

［地域社会基盤分野］
地域課題解決に資する地域イノベーション人材の育成

最先端植物工場マネージャー育成プログラム
IT食農先導士養成プログラム（最先端土地利用型 IT農業コース）
東海地域の６次産業化推進人材育成プログラム

スマート農業　特別講義

【履修証明プログラム】

【履修証明プログラム】

【履修証明プログラム/BP】
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ダイバーシティ推進センターの設置

基金の概要

本学におけるダイバーシティ活動をさらに発展させるため、文部科学省に教

育研究組織改革概算要求を行い、2022年4月「ダイバーシティ推進セン

ター」に組織を拡充しました。これにより、ダイバーシティと工学の視点を

もった新しい知や価値の創出を先導し得る先駆的な技術者・研究者の人材

育成を推進します。

また、本学は修学、教育・研究及び大学運営等あら

ゆる場面において、互いを尊重し、多様な人材の個

性と能力を、いきいきと発揮できるキャンパスを実

現するため、「豊橋技術科学大学　EQUAL」を掲

げ、さらにダイバーシティ活動を推進していきます。

女子学生・女性教員比率の向上に向けて

多様性社会の実現と工学系女性研究者の研究力向上・育成・支援に向けて
2009年に、本法人における教育研究、社会貢献及び国際交流に関する活動

等の推進を図り、教育研究環境の整備を充実させることを目的とした「豊橋技

術科学大学基金」を創設しました。その後、開学40周年（2016年）を機に、従

前から設置している基金を「教育研究支援基金」として整理するとともに、同

年度税制改正に対応して「修学支援事業基金」を新たに立ち上げて個人とし

て寄附いただいた皆様の税制上の便宜を図り、恒常的な寄附の増加並びにそ

れに伴う学生の修学環境の改善に資することとして現在に至っています。

2020年5月には、新型コロナウイルス感染症により影響を受けている学生に

対して緊急に経済的な支援を行う必要性から、「新型コロナウイルス感染症

対策緊急募金」を立ち上げました。皆様からいただいたご寄附は緊急学生経

済支援のため大切に運用しています。

本学は2026年に開学50周年を迎えます。次の半世紀に向けて新たな事業を

推進すべく、基金の中に「開学50周年記念事業募金」を新たに設置し事業計

画の策定に合わせて募金活動を開始しました。皆様のご支援ご協力をお願い

いたします。

2022年度からは、ダイバーシティと工学の視点をもった新しい知や価値の 

創出を先導し得る先駆的な技術者・研究者の人材育成のため、「ダイバーシ 

ティ活動支援学生」を募集しました。 2025年度は採択された学生が主体と

なり「MBTIでひらく多様性 ～ラベルを超えた相互理解のために～」をテー

マに座談会を実施し、他者との違いや共通点を知る機会を通じて、ダイバー

シティへの理解を深めました。

また、女子学生の視点から本学を紹介する冊子の配布や、学生が主催するイ

ベントを実施し、ロールモデルとしての女子学生の活躍を全国の高専等へ情

報発信しています。女性教員については、女性限定・優先公募を実施して積

極的な採用を行っています。職場環境改善のための取組として、施設整備

（女性支援エリア設置、みんなのトイレ設置）や制度整備（育児・介護を対象

とする多様な勤務制度の導入）を進めています。

ダイバーシティ「EQUAL」

Equity
Quality
Unity
Academics
Learning

………
………

…………
…

……

多様性＊を認め、受け入れ、活かすキャンパス
人材育成による、しなやかで質の高いキャンパス
多様な人材が連帯感を持って機能するキャンパス
学識豊かな世界に開かれたキャンパス
誰もが学びやすく、働きやすいキャンパス

＊多様な性的嗜好・性自認、国籍や文化的背景、年齢、価値観、障がいの有無等

理工学分野を目指す女性に
向けて、現役女子学生や本
学OGからのメッセージ、女
子学生に関するデータなど
の情報を発信している冊子
です。

0
2024

学部 博士前期 博士後期 女子学生比率（全体）
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人数 比率％女子学生数及び比率の推移

2025年11月14日、一般社団法人work 

with Prideが策定したLGBTQに関する取

組評価指標「PRIDE指標2025」において、

本学の達成状況を評価され「シルバー」認

定を取得しました。「PRIDE指標2023」

「PRIDE指標2024」に続いて、3年連続で

の「シルバー」認定です。

一般事業主行動計画に基づき2019年4月

から2022年3月までの3年間に実施した施

策と取組の成果を根拠として2022年6月

に厚生労働省に申請を行い、2022年7月

21日に「子育てサポート企業」として「くる

みん認定」を受けました。

ダイバーシティに関する認定状況

基金の種類

教育研究支援基金
本学の財政基盤強化のための支援（学生支
援、教育研究、社会貢献、国際交流、キャンパ
ス環境の整備充実等）

修学支援事業基金
経済的理由により修学が困難な本学の学生に
対する支援（個人の場合、税制上有利）

開学 50 周年記念事業募金
豊橋技術科学大学開学50周年記念事業に充当
・課外活動団体支援募金（Giving Campaign）
・ロボコン同好会への支援キャンペーン（ロボコン支援募金）

２０２４年度豊橋技術科学大学基金収支状況
基金収入額

２３,２3０千円
■ 卒業生

■ 教職員（卒業生）

■ 教職員

■ 教職員OB・OG

■ 在校生

■ 保護者

■ 一般

■ 法人・団体

■ その他

主な基金支出（支援）状況

奨学金　
720千円

学業・人物ともに優れると認められ
る者に、採用した年度の4月から2年
間、月2万円を給付しました。

海外実務訓練等支援奨学金

800千円
ロボコン同好会への支援

3,591千円
課外活動団体への支援

453千円
海外において実務訓練を履修する学
生に対して「豊橋技術科学大学海外実
務訓練等支援奨学金支給規程」に基
づき奨学金を支給しました。

ロボコン同好会が「ABUロボコン
2024ベトナム大会」へ出場するための
募金活動を行い渡航費用の支援をし
ました。

課外活動団体を支援するための
Giving Campaignを開催し、活動資
金の支援をしました。

お問い合わせ先

豊橋技術科学大学基金室　〒441-8580 愛知県豊橋市天伯町雲雀ヶ丘１－１

0532-81-5186　電話受付 9:00～16:00（土・日・祝日を除く）
0532-44-6509　

kikin@office.tut.ac.jp

T E L

F A X

E-mail

豊橋技術科学大学基金ウェブサイト https://www.tut.ac.jp/kikin/

卒業生
207

教職員（卒業生） 8

教職員
79

教職員OB・OG 4

一般
34

法人・団体
33

その他 
10

在校生
20

保護者
592

卒業生
4,070

教職員
（卒業生）

2,409

一般
727

法人・団体
11,758

その他 1

在校生 2
教職員
1,567

教職員OB・OG
2,077

2025

INTEGRATED REPORT 2025
TOYOHASHI UNIVERSITY OF TECHNOLOGY

豊橋技術科学大学基金ダイバーシティ

本学との関係別
寄附金額
（千円）

本学との関係別
寄附受入件数

（件）

保護者
44
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財務状況財務状況

教育に関する財務状況

学生１人あたりの教育経費は、教育活動の規模を示す指標です。2024年度、

学生１人あたりの教育経費は約35万円となっており、全国平均の約31万円

を上回っています。

教育経費には教育用の消耗品・備品、教育目的で使用する建物の光熱水料

や修繕費などが含まれていますが、教育活動に要する教員などの人件費は

含まれていません。

教員１人あたりの研究経費は、研究活動の規模を示す指標です。2024年

度、教員１人あたりの研究経費は約588万円となっており、全国平均の約

416万円を大きく上回っています。

研究経費には研究用の消耗品・備品、研究目的で使用する建物の光熱水料

や修繕費などが含まれていますが、研究活動に要する教員などの人件費は

含まれていません。

研究に関する財務状況

教育・研究等に関する財務状況

外部資金に関する財務状況

学生１人あたりの教育経費

2025年度 予算計画

大学の財政

教員１人あたりの研究経費

外部資金は、大学と民間企業等との間で共同して実施する共同研究、国・地

方自治体並びに民間企業等より研究若しくは事業を受託し実施する受託

研究（事業）及び個人・企業・財団等から教育・研究に対する寄附金があり

ます。

本学では、外部資金プロジェクト（共同研究、受託研究等）への参画によっ

て、高度かつ実践的な研究活動の充実・発展に努めています。

2024年度の外部資金の収益額は約12億9千万円であり、2023年度と比

べると減少していますが、外部資金比率では全国平均と比較して高い水準

を維持しています。（P16 外部資金比率参照）

外部資金について

150

2020 2021 2022

2020 2021 2022

300

450

600

372 396
370

4,812 5,034

6,266

千円

千円

百万円

学生 1人あたりの教育経費 全国平均

0

2,000

4,000

6,000

8,000

0

500

1,000

1,500

2,000

0

2023

340

2024

346

2023

5,367

2024

5,878

教員 1人あたりの研究経費 全国平均

外部資金の収益額

2020 2021 2022

1,391

1,232

1,611

2023

1,591

2024

1,285

外部資金の受入状況

収　入

支　出

区　分
運営費交付金 3,880

757
12

1,384

178

1,158

999
213
7,423

226

施設整備費補助金
補助金等収入
大学改革支援・学位授与機構施設費交付金
自己収入

授業料及び入学料検定料収入
雑収入

産学連携等研究収入及び寄附金収入等
目的積立金取崩

金　額

計

区　分
業務費 5,477

190
757

5,477

7,423

教育研究経費
施設整備費
補助金等

金　額

計

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（2024年度）

種　別

1,076,118
499,374
537,968
207,021
2,705,281

補助金関係（研究関係）
384,800

19
43
204
153
546

127科学研究費助成事業

受託研究費
民間機関等との共同研究
寄附金

金　額件　数

計

（単位：千円）

業務費
73.8％

教育研究経費
73.8%

施設整備費
2.5%

補助金等
10.2%

支　出
7,423百万円

産学連携等研究経費及び
寄附金事業費等
13.5%

自己収入
18.6％

999産学連携等研究経費及び寄附金事業費等

運営費交付金
52.3%

施設整備費補助金
2.4%

補助金等収入 
10.2%

大学改革支援・
学位授与機構
施設費交付金

0.2%

授業料及び
入学料

検定料収入
15.6%

雑収入 3.0%

産学連携等研究収入
及び寄附金収入等

13.4%

目的積立金取崩 2.9%

収　入
7,423百万円

総　額
2,705,281千円

科学研究費
助成事業

14.2%

補助金関係
（研究関係）

39.8%受託研究費
18.5%

民間機関等との
共同研究

19.9%

寄附金
7.7%



資産合計
2024年度
28,138百万円
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資産の構成内訳 負債の構成内訳

増減要因

負債合計
2024年度
7,425百万円

長期繰延
補助金等

21%

その他の
固定負債

12%
未払金等

47%

工具器具備品
7%

図書4%

その他の
有形固定資産
1%

無形固定資産
1%

投資
その他の資産
2%

寄附金債務
11%

運営費
交付金債務
1%

前受受託研究・事業費等
3%

その他の流動負債
5%

資産全体としては前年度と比べ、約55億円増加しています。固定資産

は、2024年度に購入した資産計上額が減価償却費を上回るなどによ

り約２6億7千万円増加、流動資産は、未払金の増加に伴う現金及び預

金の増加などにより約28億3千万円増加しています。

増減要因
負債全体としては前年度と比べ、約39億円増加しています。固定負債

は、補助金で固定資産を購入した際の見返勘定である長期繰延補助金

等の増加などにより約１４億円増加、流動負債は、期末の未払金の増加

などにより約25億3千万円増加しています。

増減要因
経常費用は、受託研究収益の減少による受託研究費の減少や、退職給

付額の減少による人件費が減少したものの、LSI棟及びオープンラボ棟

建設に伴い発生した費用の増加などにより約6千万円増加しました。

増減要因

経常収益は、運営費交付金収益や学生納付金収益が増加したもの

の、受託研究収益の減少などにより約5千万円減少しました。

負債の部 2024年度 増減
Ⅰ.固定負債

Ⅱ.流動負債

Ⅰ.資本金

Ⅱ.資本剰余金

Ⅲ.利益剰余金

負債合計

純資産合計
負債・純資産合計

純資産の部

長期繰延補助金等

長期未払金・PFI債務

運営費交付金債務

寄附金債務

前受受託研究費
前受共同研究費
前受受託事業費等

前受金

預り金

一年内返済予定長期借入金
未払金等

政府出資金

資本剰余金
減価償却相当累計額（-）

除売却差額相当累計額（-）

前中期目標期間繰越積立金
教育研究環境整備積立金

積立金
当期未処分利益

（うち当期総利益）

2,467 1,398
1,577 1,118
890 280

4,958 2,534
43 △72

826 32

15 10
193 7

11 11
119 52

220 △37
-- -

3,528 2,529
7,425 3,932

2024年度 増減

18,444 -
18,444 -

△1,701 918

10,025 1,491
△11,368 △442

△358 △131
3,970 645
208 △10
613 443

655 △115
655 △115

20,713 1,562
28,138

2023年度
1,069
458
610

2,424
114

794
預り施設費 3 3-

5
186

0
68

257

999
3,493

2023年度

18,444
18,444

△2,618

8,534
△10,926
△227
3,325
219
170

2,493 3282,165

770
770

19,151
22,643 5,495

資産の部 2024年度 増減
Ⅰ.固定資産

Ⅱ.流動資産

資産合計

1.有形固定資産

2.無形固定資産

3.投資その他の資産

22,394
21,846
9,624

2,655

5,744 2,830

28,138 5,495

2,389
-

8,706 1,623
土地
建物

392 △24
4 △0

構築物
機械装置

2,041 920
1,079 △16

工具器具備品
図書

0 -

2 △1

美術品・収蔵品

車両運搬具

- △113建設仮勘定

24 △17

145 76

103 92
1 -

18 1
403 199
199 99

3 △0

5,635 2,806
40 4
59 22

0 △0
9 △1

0 0

ソフトウェア
電話加入権

特許権

特許権仮勘定

その他

投資有価証券
200

2023年度

19,729
19,457
9,624

2,914

22,643

7,083

416
4

1,120
1,095

0

2

113

40

69

11
1

17
203
100

3

2,829
36
38

0
10

0

100 100減価償却引当特定資産

未収学生納付金収入

未収入金

現金及び預金

たな卸資産

未収収益
その他流動資産

土地
34%

建物
31%

流動資産
20%

（単位：百万円）

※百万円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

貸借対照表は、決算日（3月31日）における財政状態を明らかにするため、決算日におけるすべての資産、
負債及び純資産を記載したものです。　貸借対照表の概要 損益計算書の概要

経常費用の構成内訳 経常収益の構成内訳

費用の部 2024年度 増減

経常費用 6,948 58

6,568 △16

724 41

1,099 37

291 10

446 △72

476 8

18 8

3,513 △48

365 70

15 4

- -

8 3

8 3

- -

- -

655 △115

7,611

2023年度

6,891

6,585

683

1,063

282

518

468

10

3,561

295

11

-

4

4

-

-

770

7,665 △55

臨時損失

当期総利益

合計

業務費

一般管理費

固定資産除却損

減損損失

過年度返還補助金

財務費用

雑損

教育経費

研究経費

教育研究支援経費

受託研究費

共同研究費

受託事業費

人件費

収益の部 2024年度 増減

経常収益 7,600 △46

3,945 150

1,350 41

486 △283

525 △11

23 2

251 △14

664 15

45 37

0 0

310 16

0 △3

- -

- △0

0 △3

10 △5

7,611

2023年度

7,647

3,795

1,309

769

536

21

265

650

8

-

294

3

-

0

3

16

7,665 △55

臨時利益

目的積立金取崩額

合計

運営費交付金収益

資産見返負債戻入

補助金等収益

その他臨時利益

財務収益

雑益

学生納付金収益

受託研究収益

共同研究収益

受託事業等収益

寄附金収益

補助金等収益

施設費収益

- --資産見返負債戻入

受託研究費
6%

一般管理費・
財務費用・雑損
6%

教育研究
支援経費
4%

経常費用合計
2024年度
6,948百万円

教育経費
 10%

研究経費
16%

人件費
51%

共同研究費
7%受託事業費

0%

経常収益合計
2024年度
7,600百万円 運営費

交付金収益
52%

学生納付金収益
18%

受託研究収益
6%

共同研究収益
 7%

その他 5%

受託事業等収益 
0%

寄附金収益 
3%

補助金等収益
9%

資産見返負債戻入 0%

（単位：百万円）

※百万円未満を四捨五入しているため、合計額が一致しない場合があります。

損益計算書は、運営状況を明らかにするため、一会計期間（4月1日～3月31日）に発生したすべての費用と収益、
当期純利益等を記載するものです。
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過去５事業年度における財務指標推移
外部資金比率

業務費対研究経費

業務費対教育経費

流動比率

人件費比率

一般管理費比率

外部資金比率 ＝ 外部資金 ÷ 経常収益　

経常収益に対する外部資金の占める割合を示す指標です。比率が高いほど
外部資金の受入が拡大していることを示します。

業務費対研究経費 ＝ 研究経費 ÷ 業務費　

業務費に対する研究経費の占める割合を示す指標です。

外部資金比率

外部資金

経常収益

受託研究収益

共同研究収益

受託事業等収益

寄附金収益

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

18.7% 17.0% 20.4% 20.8%

1,5911,391 1,232 1,611

769545 527 826

536671 576 522

2123 39 24

265153 90 239

7,647

2024年度

16.9%

1,285

486

525

23

251

7,6007,455 7,233 7,910

業務費対研究経費

研究経費

2023年度2020年度 2021年度 2022年度

16.1%13.9% 14.8% 17.3%

1,063963 1,032 1,310

業務費 6,585

2024年度

16.7%

1,099

6,5686,928 6,976 7,550

［分析］2024年度は受託研究収益が減少したことで、外部資金比率は2023年度と比較して低下した。
関係経費収入の増加のためにも大型の受託研究プロジェクト予算の獲得に努める。

［分析］2024年度はLSI棟及びオープンラボ棟建設に伴い発生した費用
等により研究経費の支出額が増加したことで、業務費に対する研
究経費の割合は2023年度と比較して上昇した。

業務費対教育経費 ＝ 教育経費 ÷ 業務費　

業務費に対する教育経費の占める割合を示す指標です。

業務費対教育経費

教育経費

2023年度2020年度 2021年度 2022年度

10.4%11.1% 11.5% 9.9%

683772 803 747

業務費 6,585

2024年度

11.0%

724

6,5686,928 6,976 7,550

［分析］2024年度は「ソーシャルインパクト創出のための多文化共修
キャンパス形成支援事業」に採択されたこと等により教育経費
の支出額が増加したことで、業務費に対する教育経費の割合は
2023年度と比較して上昇した。

流動比率 ＝ 流動資産 ÷ 流動負債

1年以内に支払うべき財源を確保しているかを示す指標です。

流動比率 

流動資産

2023年度2020年度 2021年度 2022年度

120.2%107.6% 106.6% 103.6%

2,9142,736 2,343 3,485

流動負債 2,424

2024年度

115.9%

5,744

4,9582,543 2,199 3,365

［分析］2017年度以降100％を超える数値を示しており、安全な運営を
しているといえる。

人件費比率 ＝ 人件費 ÷ 業務費

業務費に対する人件費の占める割合を示す指標です。この比率が低いほど大
学の効率性が高いことを示します。

人件費比率 

人件費

2023年度2020年度 2021年度 2022年度

54.1%52.9% 52.7% 50.3%

3,5613,662 3,678 3,798

業務費 6,585

2024年度

53.5%

3,513

6,5686,928 6,976 7,550

［分析］2024年度は退職給付額の減少等により人件費の支出額が減少
したことで、業務費に対する人件費の割合は2023年度と比較し
て低下した。

一般管理費比率 ＝ 一般管理費 ÷ 業務費　

業務費に対する一般管理費の占める割合を示す指標です。この比率が低い
ほど大学の効率性が高いことを示します。

一般管理費比率 

一般管理費

2023年度2020年度 2021年度 2022年度

4.5%5.4% 4.9% 4.7%

295378 343 355

業務費 6,585

2024年度

5.6%

365

6,5686,928 6,976 7,550

［分析］2024年度は外周道路整備事業等の実施により一般管理費の支
出額が増加したことで、業務費に対する一般管理費の割合は
2023年度と比較して上昇したが、Bグループ平均より低い水準
で推移している。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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【全国平均 ＝ 全国立大学法人82法人】
【Bグループ平均 ＝ 10大学】※

※医科系学部を有さず、学生収容定員に占める理工系学生数が文化系学生数の概ね２倍を上回る国立大学法人
　室蘭工業大学、東京農工大学、東京海洋大学、電気通信大学、長岡技術科学大学、名古屋工業大学、
　豊橋技術科学大学、京都工芸繊維大学、九州工業大学、鹿屋体育大学

比較対象

財務指標とは、財務諸表の数字を用いて算出し数値化したものです。
大学の財政状況や運営状況を把握する上で参考となる指標です。

公表されている令和5（2023）事業年度財務諸表に基づき、全国平均値及びBグループ平均値を算出
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学生の定員及び現員

学生獲得のために

出身校所在地別学生数

刊行物データ集

公式SNS

工学部

●豊橋技術科学大学実践的イノベーティブ博士人材育成プログラム（TUT-DCプログラム）
優秀な学生を獲得するため、本学では以下のような支援を行っています。

博士後期課程学生に対する経済支援並びに研究力向上及びキャリアパス支援の一体的な実施により，優秀で技
術科学に強い人材の活躍の場を確保していくことを目的として実施しています。　
主な支援内容：研究奨励費年額230万円、研究費年額40万円上限、研究力向上及びキャリアパス支援

学業優秀，深い教養及び国際性を備える次世代を先導する人材を確保・養成するため，学部入学から博士前期課
程修了までを一貫して支援する本学独自の学生支援・表彰制度を行っています。

●優秀学生支援制度

1．新入学生向け支援
（1）学部1年次新入生
　　第１年次入学者選抜で合格し入学した者から選考を行い，本学の使命に合致し，制度対象者にふさわしいと
　　認められた者に対し，奨学金等による経済的支援を行います。
（2）学部3年次編入生
　　豊橋技術科学大学では，学部3年次推薦入試出願者を対象とした本学独自の給付奨学金（特別優秀学生奨学
　　金）を制度化し，選考により優秀と認められた学生に対し経済的支援を行っています。

2．在学生向け支援
（1）学部及び博士前期課程（Ｍ２）在学生支援
　 本学における学業等の成績優秀者を表彰するとともに、学部生に表彰金等による経済的支援を行います。
 　博士前期課程学生（Ｍ２）に対し、授業料を半額免除します。 
（2）博士前期課程学内進学者支援      
　 成績優秀な博士前期課程学内進学者に対し、授業料を全額免除します。      

1年次 2年次 3年次 4年次 1年次 2年次 3年次 4年次
総定員課　　程

現　　員定　　員
計

20
15
15
20

80

10
-

20
15
15
20

80

10
-

115
95
95
75

440

60
-

115
95
95
75

440

60
-

270
220
220
190

1,040

140
-

4
5
6
3

87

4
65

20
18
36
8

99

17
-

121
107
124
70

498

76
-

154
126
130
61

548

77
-

299
256
296
142

1,232

174
65

機械工学課程
電気・電子情報工学課程
情報・知能工学課程
応用化学・生命工学課程
建築・都市システム学課程
課程未配属

計

博士後期課程
1年次 2年次 3年次 1年次 2年次 3年次

総定員
現　　員定　　員

計

8
7
8
6

34
5

8
7
8
6

34
5

8
7
8
6

34
5

24
21
24
18

102
15

6
3
11
5

37
12

4
3
8
3

27
9

10
8
7
6

36
5

20
14
26
14

100
26

機械工学専攻
電気・電子情報工学専攻
情報・知能工学専攻
応用化学・生命工学専攻
建築・都市システム学専攻

計

博士前期課程
1年次 2年次 1年次 2年次

総定員
現　　員

計

105
97
100
65

422
55

105
85
85
65

395
55

210
182
185
130

817
110

99
101
108
49

413
56

111
107
115
63

448
52

210
208
223
112

861
108

機械工学専攻
電気・電子情報工学専攻
情報・知能工学専攻
応用化学・生命工学専攻
建築・都市システム学専攻

計

定　　員

北海道
東北

関東

北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都
神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
外国
大検等

104
21
16
17
11
4
11
25
13
11
2
13
40
4
7
16
20
26
0
32
38
72
215
40
0

82
15
8
13
6
3
8
19
9
1
2
20
36
1
4
3
15
25
0
16
18
34
102
60
3

7
0
1
0
1
0
3
1
1
1
0
1
4
0
2
2
0
1
0
1
1
4
8
38
0

193
36
25
30
18
7
22
45
23
13
4
34
80
5
13
21
35
52
0
49
57
110
325
138
3

51
2
23
31
35
18
18
13
24
21
14
25
27
36
26
6
37
0
13
13
9
7
15
10

1,232

34
1
20
15
27
12
11
3
20
13
10
18
25
24
18
7
46
0
9
14
4
9
12
6

861

1
0
2
2
2
1
2
1
0
0
1
1
1
2
0
0
3
0
0
0
2
1
0
1

100

86
3
45
48
64
31
31
17
44
34
25
44
53
62
44
13
86
0
22
27
15
17
27
17

2,193

三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県
鹿児島県
沖縄県

近畿

中国

四国

合計

九州
沖縄

都道府県 学部 博士前期 博士後期 計 都道府県 学部 博士前期 博士後期 計

外国

中部

その他

大学概要

X

大学案内 広報誌「天伯」 TUT Research
本学の概要を紹介
発行回数：年１回

受験生のための大学紹介
発行回数：年１回

大学広報誌（オンラインマガジン）
発行回数：年２回

本学研究に特化したウェブマガジン
発行回数：年２回

2025年5月1日現在（人） 2025年5月1日現在（人）

※ 第１年次の未配属者は、１年次の前期終了後、配属先（課程）を決定

専　　攻

専　　攻

Facebook YouTube
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